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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第41期

第１四半期
連結累計期間

第42期
第１四半期
連結累計期間

第41期

会計期間

自平成27年
　４月１日
至平成27年
　６月30日

自平成28年
　４月１日
至平成28年
　６月30日

自平成27年
　４月１日
至平成28年
　３月31日

営業収益 （千円） 8,233,444 8,147,520 45,742,670

経常利益又は経常損失（△） （千円） △768,059 △1,619,501 5,929,560

親会社株主に帰属する四半期純損

失（△）又は親会社株主に帰属す

る当期純利益

（千円） △613,404 △1,347,842 3,422,088

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △482,557 △1,503,540 3,352,990

純資産額 （千円） 12,464,577 13,148,578 16,229,610

総資産額 （千円） 60,614,089 62,518,860 66,528,969

１株当たり四半期純損失金額

（△）又は１株当たり当期純利益

金額

（円） △64.73 △143.14 363.28

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 20.6 21.0 24.4

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．第41期、第42期の第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株

当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．第41期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

４．営業収益には、消費税等は含んでおりません。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間おいて、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況

当第１四半期連結累計期間における我が国経済は、政府・日銀の経済対策・金融政策を背景として、雇用の改

善が続くなかで緩やかな回復基調にあります。他方、中国をはじめとする新興国経済の成長鈍化や英国の欧州連合

（EU）離脱決定の影響などのリスク要因を抱え、為替及び株価の不安定な動きもあって、景気の先行きには不透明

感が広がっております。

当業界においては、「教育再生」が我が国の最重要課題の一つとして位置づけられ、国民の関心も高まるな

か、大学入試制度の抜本的な改革や、グローバル化に対応した英語教育の見直し、ICTを活用した教育手法の開発

など、具体的な議論が始まっております。必要とされる教育内容や質の変化に応じて、民間教育が担うべき役割や

責務は、公教育との連携を含めたますます大きなものになっております。また一方で、各企業は少子化による市場

縮小に加え、生徒、保護者が求める教育サービス水準の更なる高まりと厳しい選別にも直面しており、企業間競争

は激しさを増しております。

このような環境の下、当社グループは、人財育成企業として、「独立自尊の社会・世界に貢献する人財の育

成」という教育理念をグループ全体が共有し、その実現に取り組んでおります。そのため、「心・知・体」の教育

を総合的に行える体制の構築を目指し、高校生部門（東進ハイスクール、東進衛星予備校、早稲田塾等）、小・中

学生部門（四谷大塚等）、スイミングスクール部門（イトマンスイミングスクール）を中心に、各部門が提供する

コンテンツの充実や教育指導方法の深化、受講環境の整備などを進めてまいりました。教育を取り巻く近年の環境

変化に対し積極的に対応するとともに、当社の教育理念を具体的な形とする取組みとして、引き続き小学生から高

校生までを対象とした「全国統一テスト」の拡充を図るほか、イトマンスイミングスクールでは、2016年５月に日

本初のオリンピック仕様公認競技用プール「ＡＱｉＴ（アキット）」を、世界で活躍できる選手育成の拠点として

開設いたしました。

こうしたなか、当第１四半期連結累計期間の営業収益は、東京大学をはじめとする難関大学への高い合格実績

を背景に概ね期初計画に沿って推移し、8,147百万円（前年同期比1.0％減）となりました。

費用面では、校舎現場の指導力強化や教務力充実など、引き続き学力向上に焦点を絞った施策を進めると同時

に、各部門において業務改善、効率化に取り組みました。また、学習環境の変化を踏まえコンテンツの開発や、校

舎環境の整備など、将来に向けた取り組みも積極的に進めたため、費用全体では対前年同期492百万円の増加とな

る9,472百万円（前年同期比5.5％増）となりました。

この結果、営業損失1,324百万円（対前年同期578百万円の損失増加）、経常損失1,619百万円（対前年同期851

百万円の損失増加）、親会社株主に帰属する四半期純損失1,347百万円（対前年同期734百万円の損失増加）となり

ました。

当社グループでは営業収益の計上が生徒募集期に当たる第３、第４四半期に集中し、第１四半期から第２四半

期にかけては、費用計上が先行する傾向があります。

 

（セグメント別の状況）

当第１四半期連結累計期間における各セグメントの業績は次のとおりです。

なお、セグメント利益（又は損失）は四半期連結損益計算書の営業損失に調整額を加えたものであります。

①高校生部門

当部門は、東進ハイスクール、東進衛星予備校、早稲田塾等で、主に高校生を対象とした教育事業を行っており

ます。当第１四半期連結累計期間のセグメント売上高は4,717百万円（前年同期比3.7％減）、セグメント損失は

338百万円（前年同期は248百万円の利益）となりました。

 

②小・中学生部門

当部門は、四谷大塚、東進四国、東進育英舎等で、主に小学生、中学生を対象とした教育事業を行っておりま

す。当第１四半期連結累計期間のセグメント売上高は1,398百万円（前年同期比2.8％増）、セグメント損失は298

百万円（前年同期は313百万円の損失）となりました。
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③スイミングスクール部門

　当部門は、イトマンスイミングスクールとして、主に水泳教室、フィットネスクラブの運営を行っております。

当第１四半期連結累計期間のセグメント売上高は1,748百万円（前年同期比2.3％増）、セグメント利益は133百万

円（前年同期比45.2％減）となりました。

 

④ビジネススクール部門

　当部門は、東進ビジネススクール等で、主に大学生、社会人を対象とした教育事業を行っております。当第１四

半期連結累計期間のセグメント売上高は152百万円（前年同期比9.9％減）、セグメント損失は6百万円（前年同期

は21百万円の損失）となりました。

 

⑤その他部門

その他部門は、出版事業部門、こども英語塾部門、国際事業部門を含んでおります。当第１四半期連結累計期間

のセグメント売上高は416百万円（前年同期比4.8％増）、セグメント利益は71百万円（前年同期比523.6％増）と

なりました。

 

（２）財政状態の分析

　当第１四半期連結会計期間における財政状態は、前連結会計年度末に比べ総資産が4,010百万円減少し、62,518

百万円に、純資産が3,081百万円減少して、13,148百万円となっております。総資産の異動は、流動資産の減少

4,896百万円および固定資産の増加886百万円が主な要因であります。流動資産の減少は、生徒募集期に発生した売

掛金が当第１四半期連結会計期間中、順調に回収された一方で、配当金や法人税等の支払などがあり、現金及び預

金が4,978百万円、売掛金が1,121百万円それぞれ減少したことによるものであります。また、固定資産の増加は、

有形固定資産がイトマンスイミングスクールの競技用施設ＡＱｉＴの開設などにより943百万円増加したことによ

るものであります。

　純資産の減少は、配当金1,229百万円、自己株式の取得348百万円および親会社株主に帰属する四半期純損失

1,347百万円等によるものであります。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

（４）研究開発活動

　　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 37,000,000

計 37,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成28年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年８月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 10,148,409 10,148,409

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

1,000株

計 10,148,409 10,148,409 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

平成28年４月１日～

平成28年６月30日
－ 10,148,409 － 2,138,138 － 534,534

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成28年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成28年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　692,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　9,410,000 9,410 －

単元未満株式 普通株式　　 46,409 － －

発行済株式総数 10,148,409 － －

総株主の議決権 － 9,410 －

 

②【自己株式等】

平成28年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社ナガセ
東京都武蔵野市吉祥寺南

町一丁目29番２号
692,000 － 692,000 6.82

計 － 692,000 － 692,000 6.82

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成28年４月１日から平

成28年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成28年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 21,847,439 16,869,290

受取手形及び売掛金 2,292,736 1,171,488

商品及び製品 322,823 464,001

その他のたな卸資産 160,791 199,287

前払費用 1,035,496 1,225,970

繰延税金資産 400,721 825,588

その他 305,953 711,213

貸倒引当金 △24,716 △21,752

流動資産合計 26,341,247 21,445,088

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 8,741,657 11,482,337

工具、器具及び備品（純額） 739,141 1,113,265

土地 13,833,545 13,833,545

建設仮勘定 2,168,246 540

その他（純額） 214,718 210,833

有形固定資産合計 25,697,309 26,640,522

無形固定資産   

その他 1,972,978 1,907,118

無形固定資産合計 1,972,978 1,907,118

投資その他の資産   

投資有価証券 5,404,434 5,367,247

長期貸付金 629,472 559,247

長期前払費用 810,948 977,480

敷金及び保証金 4,732,883 4,637,648

繰延税金資産 728,347 769,671

その他 333,909 336,433

貸倒引当金 △122,561 △121,597

投資その他の資産合計 12,517,434 12,526,130

固定資産合計 40,187,722 41,073,772

資産合計 66,528,969 62,518,860
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成28年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 455,990 391,797

短期借入金 888,400 2,122,180

未払金 3,372,135 3,372,552

未払法人税等 2,049,404 114,501

前受金 4,031,728 4,724,927

預り金 3,207,558 1,076,189

賞与引当金 482,749 688,822

役員賞与引当金 74,440 19,068

返品調整引当金 28,717 22,212

その他 3,592,820 3,064,905

流動負債合計 18,183,944 15,597,157

固定負債   

社債 21,025,500 21,521,800

長期借入金 7,495,990 8,681,695

役員退職慰労引当金 480,259 480,709

退職給付に係る負債 1,532,944 1,525,395

資産除去債務 1,210,565 1,223,040

その他 370,154 340,484

固定負債合計 32,115,414 33,773,125

負債合計 50,299,359 49,370,282

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,138,138 2,138,138

資本剰余金 2,141,151 2,141,151

利益剰余金 13,320,417 10,743,305

自己株式 △1,640,404 △1,988,625

株主資本合計 15,959,304 13,033,970

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 165,641 67,648

為替換算調整勘定 101,276 44,418

退職給付に係る調整累計額 3,388 2,541

その他の包括利益累計額合計 270,306 114,608

純資産合計 16,229,610 13,148,578

負債純資産合計 66,528,969 62,518,860
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

営業収益 8,233,444 8,147,520

営業原価 6,689,971 7,167,544

営業総利益 1,543,473 979,976

販売費及び一般管理費 2,289,932 2,304,745

営業損失（△） △746,459 △1,324,768

営業外収益   

受取利息 3,859 328

受取配当金 40,095 39,482

受取賃貸料 3,820 2,821

貸倒引当金戻入額 2,602 4,761

為替差益 48,504 -

その他 23,347 12,265

営業外収益合計 122,229 59,658

営業外費用   

支払利息 100,354 98,836

社債発行費 - 23,264

為替差損 - 194,621

その他 43,475 37,668

営業外費用合計 143,829 354,390

経常損失（△） △768,059 △1,619,501

特別利益   

投資有価証券売却益 22,409 -

移転補償金 57,750 -

特別利益合計 80,160 -

特別損失   

固定資産処分損 3,690 22,527

投資有価証券評価損 - 3,199

特別損失合計 3,690 25,727

税金等調整前四半期純損失（△） △691,589 △1,645,228

法人税、住民税及び事業税 160,044 122,299

法人税等調整額 △238,229 △419,685

法人税等合計 △78,185 △297,386

四半期純損失（△） △613,404 △1,347,842

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △613,404 △1,347,842
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

四半期純損失（△） △613,404 △1,347,842

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 116,772 △97,993

為替換算調整勘定 18,717 △56,857

退職給付に係る調整額 △4,643 △847

その他の包括利益合計 130,847 △155,698

四半期包括利益 △482,557 △1,503,540

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △482,557 △1,503,540
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応

報告第32号　平成28年６月17日）を当第１四半期連結会計期間から適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物

附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

この結果、当第１四半期連結累計期間の営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失はそれぞれ10,909千

円減少しております。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当第１

四半期連結会計期間から適用しております。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期

連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日）

減価償却費 494,839千円 510,502千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日

定時株主総会
普通株式 947,584 100 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日

定時株主総会
普通株式 1,229,270 130 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：千円）

 報告セグメント

その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）３
 

高校生

部門

小・中学生

部門

スイミング

スクール

部門

ビジネス

スクール

部門

計

売上高          

外部顧客への

売上高
4,785,693 1,344,319 1,709,268 168,809 8,008,090 225,354 8,233,444 － 8,233,444

セグメント間

の内部売上高

又は振替高

111,655 16,264 － － 127,920 171,641 299,562 △299,562 －

計 4,897,349 1,360,584 1,709,268 168,809 8,136,010 396,996 8,533,007 △299,562 8,233,444

セグメント利益

又は損失（△）
248,374 △313,780 243,861 △21,289 157,166 11,490 168,656 △915,116 △746,459

（注）１　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、出版事業等を含んでおります。

２　セグメント利益又は損失（△）の調整額△915,116千円には、セグメント間取引消去△13,702千円、各報告セグメントに配分

していない全社費用△901,413千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費でありま

す。

３　セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 
２．報告セグメントの変更等に関する事項

該当事項はありません。

 
３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：千円）

 報告セグメント

その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）３
 

高校生

部門

小・中学生

部門

スイミング

スクール

部門

ビジネス

スクール

部門

計

売上高          

外部顧客への

売上高
4,611,429 1,382,522 1,748,191 152,174 7,894,317 253,203 8,147,520 － 8,147,520

セグメント間

の内部売上高

又は振替高

106,104 16,386 － － 122,491 163,044 285,535 △285,535 －

計 4,717,533 1,398,908 1,748,191 152,174 8,016,808 416,247 8,433,055 △285,535 8,147,520

セグメント利益

又は損失（△）
△338,781 △298,661 133,563 △6,830 △510,709 71,649 △439,059 △885,708 △1,324,768

（注）１　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、出版事業等を含んでおります。

２　セグメント利益又は損失（△）の調整額△885,708千円には、セグメント間取引消去△10,683千円、各報告セグメントに配分

していない全社費用△875,025千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費でありま

す。

３　セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。
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２．報告セグメントの変更等に関する事項
（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

「会計方針の変更」に記載のとおり、当第１四半期連結会計期間に「平成28年度税制改正に係る減価償却

方法の変更に関する実務上の取扱い」を適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物

に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に

比べ、当第１四半期連結累計期間のセグメント利益が、スイミングスクール部門で10,017千円増加し、セグ

メント損失が、それぞれ、高校生部門で620千円、小・中学生部門で117千円減少しております。
 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報
該当事項はありません。

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額 △64円73銭 △143円14銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純損失金額（千

円）
△613,404 △1,347,842

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

損失金額（千円）
△613,404 △1,347,842

普通株式の期中平均株式数（千株） 9,475 9,416

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年８月12日

株式会社ナガセ

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 石井　　誠　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 本間　 愛雄　 印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ナガセ

の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成28年４月１日から平成28

年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ナガセ及び連結子会社の平成28年６月30日現在の財政状態及

び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な

点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途

保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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